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１．被害の概要
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発生時刻：２０２４年１月１日１６時１０分

震源場所：石川県能登地方
（北緯３７．５度、東経１３７．３度）

規 模：マグニチュード７．６（暫定値）

震源の深さ：約１６km（暫定値）

発震機構：北西-南東方向に圧力軸を持つ逆断層型

各地の主な震度：
震度７ 志賀町、輪島市

震度６強 七尾市、珠洲市、穴水町、能登町

震度６弱 中能登町、長岡市

地震調査研究推進本部HP（https://www.jishin.go.jp/resource/terms/tm_fault/）

気象庁震度データベース（https://www.data.jma.go.jp/svd/eqdb/data/shindo/index.html#20240101161022）

震度５強 金沢市、小松市、加賀町、羽咋市、かほく市、能美町、宝達志
水町、新潟市、三条市、柏崎市、燕市、糸魚川市、妙高市、上
越市、佐渡市、南魚沼市、阿賀町、刈羽村、富山市、高岡市、
氷見市、あわら市など

令和６年能登半島地震における被害概要

令和６年能登半島地震の概要
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国土地理院：「だいち2号」観測データの解析による地殻変動（https://www.gsi.go.jp/uchusokuchi/20240101noto_insar.html）

令和６年能登半島地震による地殻変動（陸域観測技術衛星）

令和６年能登半島地震における被害概要
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【漁港】
県名 確認された主な被害情報

石川県

・県管理（８漁港）
７漁港で防波堤、岸壁、物揚場、臨港道路

損傷
・市町管理（61漁港）
53漁港で防波堤、岸壁、物揚場、臨港道路

損傷
※ 鹿磯漁港ほか、輪島市から珠洲市の外浦

海域を中心とした漁港では、地盤隆起に
より海底が露出

・漁業集落排水施設（13件）

新潟県
・両津漁港、小木漁港、能生漁港で臨港道路の

破損等の被害

富山県
・10漁港で岸壁、護岸の沈下、臨港道路の破損

等の被害 【漁船】

【共同利用施設】
県名 確認された主な被害情報

石川県
(35か所)

・35か所で断水、浸水、冷凍冷蔵施設・
選別機・倉庫の損壊等

新潟県
(７施設)

・荷さばき所の液状化、漁船巻き上げ機の
浸水、加工場のシャッター破損等

富山県
(52施設)

・給油施設の建屋及び燃油タンクの傾き、
製氷貯氷庫の損傷、種苗生産施設の損傷等

県名 確認された主な被害情報

石川県
(13施設)

・岩のり着底基質、漁協が維持管理する漁港
施設の損傷等

【漁業用施設】

（令和7年1月15日現在）

県名 確認された主な被害情報

石川県

・転覆・沈没52隻以上
・座礁68隻以上
・一部損壊176隻以上
・流出44隻以上

新潟県 ・17隻が横転、破損等

富山県 ・沈没３隻、破損５隻

福井県 ・プロペラ破損１隻

地盤隆起した鹿磯漁港 物揚場が傾倒した石崎漁港

令和６年能登半島地震における被害概要
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漁港施設（新潟県佐渡市能生漁港）

漁業集落排水施設（能登町比那地区）漁港施設（輪島市鹿磯漁港）

水産関係施設の被害状況

共同利用施設（輪島市輪島港）

海岸保全施設（能登町白丸漁港海岸）

漁業用施設（北部珠洲地区）

岩のり漁場

漁港施設（富山県射水市新湊漁港）

海岸保全施設（珠洲市鵜飼漁港海岸）

漁港施設（輪島市黒島漁港）

令和６年能登半島地震における被害概要
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２．初動対応
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○ R６年１月５日に水産庁から石川県へMAFF-SAT２名派遣（以降５月31日までに169人・日を派遣）。
○ R６年１月14日から、15都道県及び関係団体の職員や災害ボランティアが、MAFF-SATと連携し、被災状況の把

握調査を支援。
○ R６年１月31日から、漁業調査船「北光丸」を派遣し、能登半島、舳倉島周辺で漁港・漁場の調査を実施。
○ 大日本水産会、ＪＦ全漁連が、職員派遣、支援物資提供、義援金贈呈などの被災地支援を実施。

団体名 協力・支援の内容

15都道県及び（一
社）水産土木建設
技術センター

・北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、千葉県、東京都、福井県、静岡県、愛
知県、三重県、福岡県、熊本県、長崎県、鹿児島県及び関係団体の職員が、MAFF-
SATと連携し、漁港施設の被災状況の把握調査を支援

（１月14日～３月30日：延べ703人・日）

（一財）漁港漁場
漁村総合研究所

・能登町、穴水町、輪島市、七尾市の漁業集落排水施設を点検
・志賀町、輪島市、珠洲市の漁港の被災状況を調査
（１月18日～2月６日：延べ26人・日）

（一社）全日本漁
港建設協会

・被災地の救助活動や救援物資の提供・搬送、応急復旧作業を実施（本部、石川県支
部）

漁村災害対策ﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱ（（公社）全
国漁港漁場協会）

・市町管理漁港の被災状況調査支援、査定申請の事前相談等を実施。
（１月10日～４月９日：延べ11人・日）

（独）水産研究・
教育機構

・漁業調査船「北光丸」を能登半島及び舳倉島周辺に派遣して、ドローンによる漁
港・漁場の調査並びに海洋環境及び魚礁の緊急調査を実施

（１月31日～２月７日）

大日本水産会 ・支援物資提供（とりまとめ）
・４月１日 職員派遣による被災地支援を開始（石川県漁協へ職員派遣）
・２４日～２６日 被災状況視察、意見交換、支援募金贈呈

ＪＦ全漁連 ・支援物資提供
・３月６日 JＦグループ支援募金贈呈

MAFF-SATによる
被災状況調査

【地方公共団体、関係団体等による被災地支援】

初動対応（MAFF-SAT、人的支援）について
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３．水産業関係 復旧・復興支援の取組
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令和6年1月25日
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⚫ 通常の被災箇所においては、これまでの方法で復旧を実施。
⚫ 地盤隆起等甚大な被災を受けた漁港については、「①短期的な生業再開のための仮復旧」と「②中長期的な機能向上
のための本復旧」の２つのフェーズに分けて復旧。

⚫ 復旧に合わせて、「海業振興など新しい漁業地域の姿に繋げるための復興」を検討

通常の被災

物揚場の段差（富来漁港）

仮復旧（応急）の実施

-砂利や鉄板
を敷く等に
より段差を
解消

仮復旧の実施

-暫定的に出
漁可能な航
路の開削

浚渫

航路

例２：航路開削

-応急的な仮
桟橋の設置
-防波堤を活
用した仮係
留施設及び
浚渫

仮係留施設

浚渫

例１：仮係留施設

被
害
状
況
の
把
握

［
現
地
調
査
、
聞
き
取
り
等
に
よ
る
調
査
］

※石川県：約40漁港

地盤隆起等
甚大な被災

地盤隆起（鹿磯漁港）

※石川県：約20漁港

地盤隆起被害が確認されている
漁港の位置図（R6.1.16時点）

主な隆起箇所

※ 地域の実情を踏まえ、漁港管
理者（県、市町）が判断

仮復旧及び本復旧の
場所・工法を選定

〇暫定条件の設定

• 漁港の利用可能場所
• 利用可能な漁船隻数特定

〇各漁港の役割、重
要性を考慮

〇漁業者の意向把握

復旧復興方針検討

本復旧の実施

-同じ場所で
同じ形に戻
す

①フェーズ１（仮復旧） ②フェーズ２（本復旧＋復興）

本復旧の実施

例１：浚渫する

例２：沖出しする

例３：別の場所につくる

浚渫

航路

泊地

-水深を確保
するため斜
路を延長・
設置

例３：斜路延伸

斜路

船揚場

創造的復興

-同じ場所で
水深を確保
-係留施設を
低天端化

-水深を確保
できる場所
に沖出し

-水深を確保
できる位置
に新設（移
動）

〇創造的復興の検討

・能登の里海資源を活かし
た海業振興

・使いやすい施設への改善

・防災機能の強化

〇創造的復興の検討

・能登の里海資源を活かし
た海業振興

・使いやすい施設への改善

・防災機能の強化

ポ
イ
ン
ト

漁港の復旧・復興の基本的な考え方
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現
地
調
査

復
旧
計
画

施
設
設
計

復旧工事の実施
（仕様書作成、積算、工事監督など）

災
害
発
生

災
害
査
定

（
水
産
庁
）（

狼
煙
漁
港
）

直
轄
代
行

国が復旧工事を実施

（直轄代行工事）

（
狼
煙
漁
港
以
外
）

直
轄
代
行
以
外

県・市町村が復旧工事を実施

東日本大震災の知見を活かし、国は人的、
技術的に支援し、実質的に直轄代行に相
当する支援を実施

（体制整備）

今
回
災
害
の
特
例
的
対
応

の
場
合

通
常
災
害

の
場
合

県・市町

県・市町村 県・市町村

国が被害実態緊急調査を実施する
とともに、地盤隆起を考慮した復旧・
復興対策の立案等の技術的支援

県

（ポイント）

地盤隆起災害に係る知見が少なく、石川県や市町は人員も限られているため、

⚫ 水産庁自ら行う水産基盤の被害実態の緊急調査や地盤隆起を考慮した復旧・復興対策の立案、他の都道
府県、国の機関、関係団体の協力を得た人的支援等の体制整備によって、 石川県及び関係市町を支援。

⚫ 地盤隆起を伴う漁港のうち避難港として早急な対応が必要な漁港について、直轄代行の制度を活用。

国が被害実態緊急調査を実施する
とともに、地盤隆起を考慮した復旧・
復興対策の立案等の技術的支援

人的支援：水産庁が働きかけ、他の都道府県、
国の機関、関係団体から石川県、市町への技術
者の派遣
技術的支援：仕様書作成、積算、工事監督等業
務への支援

漁港復旧に向けた国の積極的支援
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被害把握 本復旧・復興

◼ 測量等による漁港の被
害状況把握の支援

◼ 現地踏査による漁業集
落の被害状況把握の支
援

◼ 仮復旧方針立案の支援

◼ 仮復旧工事の計画・設計の支援

◼ 本復旧・復興のための
   方針・計画の立案の支援

◼ 本復旧工事及び復興
   事業の計画・設計の支援

◼ 漁港施設・海岸保全施設

   等設計条件見直しの支援

仮復旧

＜支援の流れと内容＞

水中測量状況

音波測深機

地盤隆起により重篤な被害が確認されてい
る地域を中心に、早期に漁業を再開するた
めの仮復旧方針の立案を支援

防波堤基礎のむき出し状況

漁港内の干上がり状況

津波による漁港施設、漁船
及び背後集落等の被災状況

ドローン測量状況

ドローン

復旧方針の検討

漁業地域復旧・復興対策緊急調査事業では、漁業地域の復旧・復興の迅速かつ実効的な
実施に向け、「被害把握」、「復旧方針の検討」、「仮復旧」、「本復旧・復興」に至る
一連のフェーズにおいて漁港管理者や関係市町村等を支援

（本復旧の例）
航路と泊地の浚渫

地盤隆起泊地
干上がり

浚渫

航路

泊地

漁業地域復旧・復興対策緊急調査事業の支援の流れと内容

13



国土地理院地図

狼煙漁港（狼煙地区）

○ 県内外の漁船が避難港としても利用する狼煙（のろし）漁港（第４種漁港）は、令和６年能登半島地震により、漁港

全体の地盤隆起を含む多くの漁港施設が被災。

○ 大規模災害復興法に基づき、石川県知事からの要請を受け、国が災害復旧事業の代行工事を実施（２/８決定）。

○ 泊地の浚渫により水深を確保し、９月には避難機能を一部回復。引き続き、水深確保のための浚渫工事を実施すると

ともに、岸壁等工事を準備中。

狼煙漁港（狼煙地区）

泊地の水深不足

岸壁 給氷施設前

船揚場

岸壁

管理者：石川県
港種：第４種漁港
利用漁船数：104隻（R2）
主要漁業：いか釣り・刺網
主要魚種：いか類、ぶり類
等

代行工事の動き

２月８日 代行工事の決定

２月20日 地元説明（代行実施について）

２月27日 現地調査開始

３月１日 予備費閣議決定

３月12日 地元説明（調査結果について）

５月20日 浚渫工事開始

９月中旬 避難機能一部回復

現 在 浚渫工事継続と岸壁等工事を準備中

岸壁
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○能登半島地震対策の着実な推進を図るため、
➢水産庁本庁にて直轄代行による工事発注、監督、検査等を実施するための専属要員の配置
➢水産業の復旧・復興に向けた支援施策を漁業者等に直接説明するとともに、漁業現場の状況を直接把握するための
現地拠点の設置

➢全国の都道府県等による技術職員派遣により、以下の支援等を実施
・被災状況調査の実施、とりまとめ
・災害復旧事業の実施に向けた査定設計書の作成、工事発注・監督の実施 等

○この他、水産庁において能登半島地域の復旧・復興に向け、所要の定員要求を実施。

都道府県等技術職員による災害状況調査の実施
（鵜飼漁港物揚場（左）、臨港道路（右））（R6.1.23）

都道府県等技術職員の派遣実績（R6.8.1現在）

⚫ 発災後から２８の都道府県等から104名、延べ
2,832人日の漁港技術者が派遣

⚫ 14の都道府県等から20名の漁港技術者が被災地
自治体に派遣

水産庁直轄代行チームの設置（R6.4.1）

工事検討の様子 立会検査

水産庁能登半島地震対策本部石川県事務所の設置（R6.3.22)

都道府県等技術職員による支援（R6.1～）

能登半島地震対策の実施に係る体制の強化
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大規模査定方針を適用した災害査定

大規模災害時の災害査定の効率化(簡素化)

【概要】

・大規模災害が発生した際には、災害毎に被災状況に応じて、関係機関と調整した上で効率化(簡素化)をしていた
が、決定までに時間を要していたため、災害査定の効率化（簡素化）を迅速に行えるよう事前にルール化。

【対象事業】

・負担法、暫定法

【効率化の内容】

・対象となる災害

①激甚災害(本激)に指定され、かつ政府の緊急災害対策本部が設置された災害 (過去の例：H23東日本大大震災)

②激甚災害(本激)に指定された災害（過去の例：R6能登半島地震等）

・効率化の内容

机上査定限度額引上げ：査定対象件数の概ね上記①は9割、上記②は７割をカバーする金額まで引上げ

採択保留額引上げ ：採択保留件数の概ね上記①は9割、上記②は６割をカバーする金額まで引上げ

査定設計図書の簡素化：設計図書の作成において航空写真や代表断面図の活用により測量・設計期間を短縮

一箇所工事の適用 ：工期や発注単位を勘案して被災箇所を統合又は分割し、一箇所工事の範囲を決定

【対象施設】※水産関係施設を抜粋

・海岸、漁港、漁業用施設、共同利用施設

16



大規模査定方針を適用した災害査定

机上査定上限額の引き上げにより、現地調査件
数が減少し、査定期間の短縮が図られる。

机上査定限度額の引上げ

採択保留額の引き上げにより採択保留件数が減
少し、早期着手が可能となる。

採択保留金額の引上げ

対象施設 通常時 引上げ後
（能登半島地震
石川県の場合）

漁港 1,000万円未満 1.02億円以下

漁港海岸 1,000万円未満 4,200万円以下

漁業用施設 500万円未満 6,000万円以下

共同利用施設 500万円未満 5,000万円以下

対象施設 通常時 引上げ後
（能登半島地震
石川県の場合）

漁港 4億円以上 8.24億円以上

漁港海岸 4億円以上 7.56億円以上

漁業用施設 2億円以上 同左

共同利用施設 2億円以上 同左
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査定設計書図面の簡素化

大規模査定方針を適用した災害査定

平面図 標準断面図

・査定に使用する平面図は、既存台帳や国土地理院地図、航空写真を用いて作成することができ、断面図は代表断面
図、添付写真は起終点並びに航空写真等による全景写真によることができる。

・UAVで撮影した画像を平面図、起点、終点写真に活
用した事例

・漁港台帳図面を代表断面図として活用し、施設の前出し
復旧とした事例

18



※１ 工事の工種を同一とするものを基本とする。
※２「被災箇所のまとまり」は一つの岸壁等を基本とするが、

連続する岸壁等に同様の被害状況がある場合は(同一ふ頭内を限度として)、
一箇所とみなすことが出来る。

１事業施行の効率を向上させるため、同一ふ頭内※１を限度として、工事の工期や発注単位を勘案した

「被災個所のまとまり※２」を一箇所工事とみなすことが出来る。

【大規模査定方針を適用した一箇所工事の例】

一箇所の工事

大規模査定方針を適用した災害査定

一箇所の工事B一箇所の工事A

100mを超える
未災区間

【通常災害の例】

●一箇所工事とみなさず別件工事となる場合

同一被災原因

２号箇所１号箇所

100m以内
未災区間

●１つの施設についての考え方

同一被災原因

一箇所の工事

■大規模災害時において、被災した箇所が１００ｍ間隔で連続しているものに係る工事を一箇所の工事とする通常
災害の取扱いに加え、工事の工期や発注単位を勘案して、これら間隔を超える箇所であっても「統合」すること
が可能。また、１００ｍ以内の被害箇所が繋がる等により、一箇所の工事の規模が大幅に拡大するような場合に
おいて、適度な工事発注単位等に分割することが可能。

■岸壁や臨港道路などの複数箇所を一箇所の工事として「統合」することが可能。
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【参考】査定設計委託費等補助

大規模査定方針を適用した災害査定

委託設計費の計上

大規模災大規模査定方針を適用して作成した査定設計書
の変更(重･軽変問わず)を行うために必要な調査、測量、
試験または設計に関する費用ついて査定申請時に計上で
きる(漁港災害関連事業含む)。

20

〇 交付を受ける補助金の事業主体毎の合計が次の下限額以上であること

ア 公共土木施設 ：都道府県、指定都市は1,500万円、市町村は150万円

イ 農林水産業施設：都道府県、指定都市は1,200万円、市町村、水産業協同

                                          組合等は120万円

○ 補助率 10分の５

① 水産庁長官が激甚であると認める災害（毎年度１月末頃に通知）で次のいず

       れかの場合

ア 被害が激甚なことにより国の負担率又は補助率が嵩上げされる場合

イ 事業主体ごとの決定工事費の総額及び決定事業費の総額が次の額以上と

              なる場合

・公共土木施設の決定工事費の総額 ：都道府県、指定都市は45億円、

                                                                         市町村は３千万円

・農林水産業施設の決定事業費の総額：都道府県、市町村及び

                                                                         水産業協同組合は３千万円

② 水産庁長官が特に適当と認める場合（次の(１)又は(２)に該当する場合）

(１)次の各号に該当する箇所で、1箇所の委託費が500万円以上かつ決定工事費

          の７％以上であるもの

ア 設計等が高度で複雑な施設に係る箇所

イ 施設の位置若しくは法線の変更を伴う箇所又は一定災に係る箇所

ウ 特殊な工法を実施する箇所

エ 大水深（－10m以深）に係る箇所

(２)当該年の被災箇所数(※)が、過去５か年の平均被災箇所数(※)を超えた申請者
ただし、３以上の地方公共団体又は水産業協同組合と災害時の相互応援協
定を締結している市町村の区域に限る。

(※) 被災箇所数は、漁業用施設、漁港、漁港海岸の合計で、激甚災害に係るものを除く。

〇 水産庁長官が①激甚であると認める災害又は②特に適当と認める場合に、査
定設計書及び計画概要書の作成のために必要な委託費（調査、測量、試験又は
設計）を補助するもの



地盤隆起等による甚大な被害が発生した外浦地域の16漁港のうち、漁業者との調整等により10漁港を優

先的に機能回復を図る漁港とし、うち９漁港は既に仮復旧工事に着手し、うち、７漁港は工事完了。

地盤隆起のない漁港については、仮復旧工事等により、漁業再開に必要な陸揚げが可能。

【剱地漁港】

対象漁船 ：船外機船

主力漁業 ：さざえ漁（盛漁期8~9月）
被害状況 ：0.8m程度の地盤隆起

仮復旧方針：船外機船の航行及び船揚場の

利用を確保。

仮復旧方法：航路・泊地浚渫、船揚場の先端延伸

施工方法 ：水陸両用バックホウによる施工

工 程 ： 9月中旬着手

10月上旬完了

剱地漁港と赤神漁港の位置図

【赤神漁港】

対象漁船

主力漁業

被害状況

：船外機船
：さざえ漁（盛漁期 8~9月）

：1.2ｍ程度の地盤隆起
仮復旧方針：船外機船の航行及び船揚場の

利用を確保。

物揚場の切り下げはしないが、
暫定的な利用を見込み前面を浚渫。

仮復旧方法：航路・泊地浚渫、船揚場の先端延伸

施工方法 ：水陸両用バックホウによる施工

工 程 ： 7月下旬着手

9月上旬完了

赤神

剱地

【施工事例】

浚渫

浚渫

水陸両用バックホウによる
赤神漁港の仮復旧工事

船揚場の先端延伸

船揚場の先端延伸

仮復旧の進捗状況
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４．漁港の復旧・復興に向けて
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全体方針 個別計画

県
・
漁港

管理者

水産庁

漁港の復旧・復興の方針の策定

※ 漁港管理者が個別漁港の復旧・復興計画
を検討する上での基本的な考え方や選択肢

  等を提示

【実施主体】
国（水産庁）
「令和６年能登半島地震漁業地域復旧・復興技術検討会」

① 地盤隆起等による被害を受けた漁港の
   復旧・復興の技術的問題、典型的な
   方法・手順等の検討、提示

※ 技術検討会の成果は、適宜、石川県
  の復興協議会等へ提供

個別漁港の
① 復旧・復興の方針、計画の検討
   ・策定
② 仮復旧工事、本復旧工事の実施

【実施主体】
漁港管理者
（石川県、関係市町）

② 個別の漁港の
復旧・復興計画

  へのアドバイス

アド
バイス

【実施主体】
石川県
「能登地域の水産業に係る港の復興
に向けた協議会」及び同分科会

方針
提示

水産庁直轄調査

・漁港の被害状況把握

・仮復旧工事の方針・
計画・設計

・本復旧・復興の方針
・計画・設計

・災害査定に必要な
資料作成

など

支援

（県・市町）

方法・手順
等提示

※ 漁港管理者が関係漁業者等
との調整を行った上で決定

４．① 漁港の復旧・復興計画の検討体制
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４．② 水産庁技術検討会のとりまとめ成果 （抜粋）

1. 復旧・復興にあたっての重要な視点

2. 被災パターンに応じた漁港の復旧方法の選択肢及びそ
の評価の考え方

3. 隆起した漁港における典型的な復旧工法と施工方法

4. 復旧・復興の計画から工事に至るまでの手順と留意点

24



１．

25



２．

26



27



３．

28



３．

29



４．

30


	スライド 1: 能登半島地震への対応について
	スライド 2: 目次
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31

